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2023年度決算の概要
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4,044 
5,222 

+ 242 +51

+877

FY22 営業職員

チャネル

代理店

チャネル

金融機関窓販

チャネル

FY23

37,618 37,382 37,700 37,417 37,401 

45,245 45,089 45,695 45,944 47,563 

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本 大樹 ニッセイ・ウェルス はなさく

2,504 2,099 
2,739 2,354 2,588 

4,072 

3,070 

3,943 4,044 

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本 大樹 ニッセイ・ウェルス はなさく

日本生命グループ（国内）：保険業績（新契約・保有契約）、お客様数

✓ 年換算保険料は新契約、保有ともに対前年で増加。チャネル別（新契約）では、営業職員チャネルにおける終身保険の
販売増や、金融機関窓販チャネルにおける一時払商品の販売増等を主因に対前年で増加。

✓ お客様数は、ニッセイ・ウェルス生命およびはなさく生命における増加により対前年で増加。

新契約年換算保険料（個人保険・個人年金）＊1

（億円）

お客様数＊2

（億円）

保有年換算保険料（個人保険・個人年金）＊1

（万名）

5,222

*1 対象は日本生命、大樹生命、ニッセイ・ウェルス生命、はなさく生命

・終身保険の販売増加 等

・一時払商品の販売増 等

*2 対象は日本生命、大樹生命、ニッセイ・ウェルス生命、はなさく生命、ニッセイプラス少額短期保険

1,222 1,219 1,226 1,227 1,220 

1,448 1,447 1,467 1,480 1,492 

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本 大樹 ニッセイ・ウェルス はなさく
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63,735 
85,983 

+ 6,197 +778 +6,141
+9,130

FY22 営業職員

チャネル

代理店

チャネル

金融機関窓販

チャネル

その他 FY23

45,261 42,646 43,079 46,479 
52,973 

57,193 
51,901 53,860 

63,735 

85,983 

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本 大樹 ニッセイ・ウェルス はなさく MLC 米国日生

日本生命グループ：保険料等収入、利息及び配当金等収入

✓ 保険料等収入は、営業職員チャネルでの終身保険の販売増や、金融機関窓販チャネルでの一時払商品の販売増等を
主因に対前年で増収（過去最高水準）。

✓ 利息及び配当金等収入は、円安や堅調な企業業績等を背景に対前年で増収。

（億円）

*1 連結ベースにて表示
*2 日本生命・大樹生命の会計処理統一、MLCにおけるAASB17号適用を遡及反映し、

過去数値を修正

保険料等収入＊1 利息及び配当金等収入＊1 ＊2 

13,985 13,202 
15,233 15,244 16,076 

15,702 
14,969 

17,169 17,400 
18,757 

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本 大樹 ニッセイ・ウェルス はなさく
（億円）
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・円建終身保険商品の
販売増 等

・一時払商品販売増 等

・再保険収入増 等



5,112 
5,815 

7,752 

4,988 

7,087 

5,488

6,128

8,515

4,729

7,640

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本 大樹 ニッセイ・ウェルス はなさく MLC その他

日本生命グループ：基礎利益、自己資本

✓ 基礎利益は、国内における新型コロナウイルス感染症に係る支払減少（危険差益の増加）等を主因に
対前年で増益。

✓ 自己資本は、劣後債務の調達や内部留保等により対前年で増加。

*2
（億円）

FY22 FY23為替ヘッジ
コスト

危険差 海外保険
事業

アセット
マネジメント

事業

その他

6.6 7.2 7.8 7.9 8.4

7.2
7.9

8.3 8.2
8.7

1.5 1.8 2.1 2.1 2.4

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本 日本うち劣後特約付債務
（兆円）

自己資本＊3

‘23

4,729 
7,640

▲1,116

+2,253

+1,636 +57 +81

国内保険事業

基礎利益＊1
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*1  日本生命、大樹生命、ニッセイ・ウェルス生命、はなさく生命の基礎利益、

海外生命保険子会社・関連会社および国内外のアセットマネジメント事業子会社・関連会社の

税引前純利益に、持分比率、金利変動要因の除外、一部の内部取引調整等を行い算出

*2  その他には、別掲していない会社分および一部の内部取引調整等を含む

*3  連結の基金・諸準備金等(貸借対照表の純資産の部の基金・基金償却積立金等に、

負債の部の危険準備金・価格変動準備金等を含めたもの）と負債性資本調達手段の合計

・新型コロナウイルス感染症に
係る支払減少 等

・利息及び配当金等収入の増加 等



日本生命グループ：ESR、新契約価値

✓ 経済価値ベースのソルベンシー比率（ESR）は、新契約獲得や劣後債調達等の取り組みにより改善する一方、
経済環境の変動や計算モデル変更等の影響により、前年度末比で低下。

✓ 新契約価値は、金利上昇等の影響により、前年度比で増加。

*1 リスク量に対する資本（マージン）の充分性を経済価値ベースで測る健全性指標
当社の内部管理モデルにて算出

*2  事業費予測に用いるインフレ率の上昇等
*3 終局金利の変更等
*4 新契約獲得に伴い得られる将来損益を現在価値で評価する、基礎利益の先行指標

計算モデル変更後

（億円）
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FY22

計算モデル
変更*3

▲11pt

新契約獲得
・劣後債調達

+8pt 経済環境の
変動等*2

▲13pt

244%

224%

FY23

資金配分・事業投資に
よるリスク増加

▲3pt

244%

224%

150%

200%

250%

300%

FY22 FY23

ESR＊1 新契約価値＊4

2,401 2,586 

2,872 
3,260 

FY22 FY23

日本 その他

ﾘｽｸﾊﾞｯﾌｧｰ（分子）15.8兆円
ﾘｽｸ量（分母） 6.4兆円

ﾘｽｸﾊﾞｯﾌｧｰ（分子）19.0兆円
ﾘｽｸ量（分母） 8.5兆円



2024年度業績見通し

8



2024年度業績見通し
✓ 保険・サービス収益*は、日本生命およびニッセイ・ウェルス生命の一時払商品の販売減を主因に減収。

✓ 基礎利益は、事業費の増加を主因に減益。

✓ 保有年換算保険料は横ばい、新契約価値は減少。

9

*保険料等収入にその他経常収益を足し合わせた当社独自指標

（単位：億円、百万豪ドル）

3,260 約3,200

新契約価値
（グループ計）

2023年度

実績

2024年度

見通し

※保険・サービス収益のグループ計は、連結損益計算書における保険料等収入およびその他経常収益の合計（各社については単体の数値を記載）

※基礎利益のグループ計は、日本生命、大樹生命、ニッセイ・ウェルス生命、はなさく生命の基礎利益、海外生命保険子会社・関連会社および国内外のアセットマネジメント事業子会社・
関連会社の税引前純利益に、持分比率、金利変動要因の除外、一部の内部取引調整等を行い算出

※MLCの保険・サービス収益は収入保険料。基礎利益は税引前利益に持分比率、金利変動要因等の除外を行い算出（現地通貨ベース）

保険・サービス収益
（保険料等収入＋その他経常収益）

グループ計 88,888 約77,600

（保険料等収入） （85,983） (約74,700）

日本生命 54,114 減少 7,087 減少

大樹生命 9,420 減少 145 増加

ニッセイ・ウェルス生命 20,672 減少 374 増加

はなさく生命 409 増加 ▲ 172 増加

MLC 1,858 増加 ▲0 増加

約7,300 約47,6007,640 47,563

基礎利益
保有年換算保険料
（国内グループ計）

2023年度

実績

2024年度

見通し

2023年度

実績

2024年度

見通し

2023年度

実績

2024年度

見通し



「Going Beyond -超えて、その先へ-」
（2021-2023）の振り返り
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「Going Beyond -超えて、その先へ-」（2021-2023）の振り返り①

■数量目標は、自己資本目標を除いて達成

■新型コロナの給付金支払増加等により自己資本は未達も、リスク削減等の取り組みにより

ESRは224%（グローバルトップ水準）に向上し、高い健全性を確保

❶お客様数
（国内グループ）

2021 2022 2023

1,467

1,480

1,492万名

目標値

1,490万名

Going Beyond －超えて、その先へ－（2021-2023）の数量目標

※ESR：リスク量に対する資本（マージン）の充分性を経済価値ベースで測る健全性指標。当社の内部管理モデルにて算出。

❷保有年換算保険料
(国内グループ)

4.56

4.59

4.75兆円

目標値

4.55兆円

2021 2022 2023

❸基礎利益*
（グループ）

8,515

4,729

7,640億円

目標値 安定的に

6,000億円

2021 2022 2023

❹自己資本*
（グループ）

目標値

9.00兆円

8.34 8.29

8.77兆円

2021 2022 2023

＊豪州では、2023年度からIFRS17（保険契約）に準拠した新会計基準を導入しており、2022年度についても新会計基準を遡及して適用。

11



主な成果と課題

国内保険

リアルとデジタルの融合、

代理店・金融機関窓販

チャネルの業績拡大

営業職員チャネルの

生産回復は道半ば・

有事の事務処理体制

強化の必要性が顕在化

グループ事業

アセットマネジメント事業・

海外保険事業は

着実に増益

海外への新規出資・

新規事業の規模拡大は

未だ取り組み余地大

運用・効率

長期視点での

着実なリスク・リターンの

向上、効率化取り組み

を推進

不透明な運用環境への

更なる対応力の強化が必要

経営基盤

リスク圧縮等により

健全性は着実に向上

人材・ＩＴ基盤強化の

必要性の高まり

総括

■新型コロナの流行に伴う社会や事業への影響の拡大、金融経済環境の激変等、

想定を超える外部環境の変化が進む中、デジタル活用やグループ一体での

マーケット開拓によるお客様数の拡大、リスク耐性の強化等、様々な成果を実現

■一方、主力の営業職員チャネルは所期した生産回復には道半ばの状況

12「Going Beyond -超えて、その先へ-」（2021-2023）の振り返り②



長期環境認識・サステナビリティ経営
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長期環境認識

当社グループを取り巻く従来とは非連続で不確実性の高い事業環境

人口減少・高齢化

の更なる進行

お客様ニーズ

の多様化

デジタル化の

更なる進行

超低金利・

デフレ基調

からの転換

人材獲得競争

の激化

不確実性の

高まり・

リスクの多様化

当社事業への影響

既存国内

保険市場の

縮小懸念

提供価値

拡大の必要性の

高まり

運用環境の

変化

継続的な

コストの

増加

リスク事象

顕在化時の急激な

事業規模縮小の

可能性

事業環境の変化が大きく、戦略次第で収支が大きく増減する可能性も

14



サステナビリティ経営①

非連続で不確実性の高い事業環境

長期安定経営に向け、サステナビリティ経営の更なる高度化が必要

当社グループは、経営基本理念のもと、創業来135年にわたり本業を通じたサステナビリティ経営を実践

経営基本理念

現在もサステナビリティ経営を

事業運営の根幹と位置付け、

お客様からの一層の信頼獲得と

社会課題の解決を

通じた本業の発展を志向。

共存共栄、相互扶助の精神にもとづく生命保険事業は、国民の福祉と密接に関連し、

また、事業の繁栄は、国民の深い理解と信頼の上にはじめて可能であることにかんがみ、

われわれは、信念・誠実・努力の信条のもとに、

国民生活の安定と向上に寄与することを固く決意し、

ここに経営の基本理念を定める。

日本生命グループの

サステナビリティ

社会の

サステナビリティ

好循環を創出

15



サステナビリティ経営②

日本生命グループが目指す社会

誰もが、ずっと、安心して暮らせる社会

人・地域社会・地球環境の3領域で、

社会課題解決への貢献に取り組み

人

地域社会 地球環境

人生100年にわたる安心・安全の提供、希望に満ちた未来世代を育む、多様性と人権の尊重

活力あふれる地域社会の創出 豊かな地球を未来につなぐ

人 地域社会 地球環境

16



サステナビリティ経営③ 17

(sharepoint.com)

全国約7万名の日本生命の役員・職員が、
全国各地で日々行っている、

"今日と未来をつなぐ"サステナビリティ
活動を写真に撮影し、

社内外に広く発信する全社運動です。

特設サイトはこちら▲

今後も、当プロジェクトを通じて、
サステナビリティ活動を一層推進することで、
『誰もが、ずっと、安心して暮らせる社会』の

実現に貢献してまいります。

当社特設サイト・公式SNSでは、日本生命が取り組んでいる
サステナビリティ活動を順次公開してまいります。

（初回公開は7月頃を予定）

サステナビリティステートメント ニッセイサステナプロジェクト"にっせーのせ！"​



長期的に目指す企業像
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長期的に目指す企業像（2035年）

✓ 目指す社会の実現に向け、「生命保険を中心にアセットマネジメント・ヘルスケア・介護・保育等の様々な安心を提供する
“安心の多面体” としての企業グループ」になることを目指す。

日本生命グループが長期的に目指す企業像

「生命保険を中心にアセットマネジメント・ヘルスケア・介護・保育等の

様々な安心を提供する“安心の多面体”としての企業グループ」

「社会に提供する価値の拡大」と「当社グループの成長」の双方を実現

各事業を統合的に強化し、安心の多面体としてのグループ経営を実現

19



社会に提供する価値の拡大

✓ 社会に提供する価値の拡大に向け、「国内」、「海外」、「資産運用」の3領域で取り組みを推進。

✓ 引き続き、生命保険事業を主軸に据えつつ、様々な事業を広げ、それらを融合・進化させながらグループ全体でお客様の
生涯により幅広く安心を提供。

国内 海外

資産運用

■生命保険事業を主軸にアセットマネジメント

・ヘルスケア・介護・保育等の事業を広げ、

それらを融合・進化させながらお客様の

生涯により幅広く安心を提供

■強みとするリアルで提供する

サービスにDXを掛け合わせ、

よりパーソナライズ化された

安心の提供や、地域社会に

対する新たな価値を創出

■保険・アセットマネジメント双方で

海外事業を大きく拡大することで、

グローバルにより多くのお客様へ

安心をお届け

■契約者配当の拡大に資する、安定的な運用益を確保

■機関投資家としての資金提供を通じた

地球環境・地域社会等の社会課題解決へ貢献

20

日本生命グループが社会に提供する価値



当社グループの成長

●国内保険業績の拡大

●金融経済情勢が変化する中での運用益確保

●国内外へ累計数兆円の事業投資を通じた利益の拡大

7,000億円

約2倍に拡大

前中計
（’21-’23）平均

,35

2035年に向け、

グループ基礎利益を約2倍に拡大

＊各期の実質的な利益のうち、ご契約者への配当に振り向けている割合を示す当社独自の指標

お客様配当性向*を引き上げ

目標

水準 安定的に50%程度

前中計 今後

安定的に %程度60

21

✓ 2035年に向け、グローバルトップレベルの健全性を確保しつつ、「グループ基礎利益の拡大」と「契約者配当の拡大」を
目指す。

✓ 得られた成果のお客様への還元を進めるべく、お客様配当性向の目標水準を60％程度に引き上げ。



アウトカム目標（考え方）

＊1：CO₂排出量の対象会社は、国内グループに加え、海外子会社（MLC、ニッポンライフ・インディア・アセットマネジメント、米国日生）を含む
＊2：スコープ1は自動車燃料等（ガソリン）、スコープ2は電気使用等が対象 ＊３：温室効果ガス削減寄与量は当社からの資金提供を通じ企業が削減した温室効果ガス排出量
＊4：ニッセイ版健康寿命は、当社の契約者を対象としたアンケートをもとに算出 ＊5：預かり資産は、国内元受保険会社の総資産とニッセイアセットマネジメントの預かり資産残高の合計
（一部の内部取引調整等を行い算出。なお、参考の海外含みには、MLC、米国日生の総資産とニッポンライフ・インディア・アセットマネジメントの預かり資産残高を含む）

CO₂排出量
（グループ・事業活動）

うちスコープ１・２
（日本生命単体・自社契約電力分）

温室効果ガス排出量
（日本生命単体・資産運用）

温室効果ガス削減寄与量
（日本生命単体・資産運用）

お客様数
（国内グループ）

顧客企業数
（国内グループ）

お客様満足度
（日本生命単体）

預かり資産
（国内グループ）

ニッセイ版健康寿命
（日本生命単体）

目標項目

目標項目

人
・
地
域
社
会

地
球
環
境

社
会
に
提
供
す
る
価
値

各事業を通じた提供価値の広がり、社会への

直接的な貢献を測る目標として設定

人々の健康に密接に寄り添い、より長く、

いきいきと暮らすことができる状態を後押し

するための目標として設定

地球環境の保護に向け、事業活動・資産運用

を通じたCO₂・温室効果ガス排出量の削減状

況を測る目標として設定

22

✓ 当社グループの事業活動を通じた「社会に提供する価値の拡大」を図る観点から以下のアウトカム目標を設定。



アウトカム目標（目標水準）

お客様数 1,492万名 1,700万名

顧客企業数 34.2万社 37万社

お客様満足度 90%以上

預かり資産
国内Ｇ 109兆円

海外含 118兆円
125兆円（参考）海外含 140兆円

ニッセイ版健康寿命
男性 71.50歳

女性 73.77歳
対‘23比 2歳延伸

CO₂排出量
（事業活動）

対‘13比 ▲30.9% 対‘13比 ▲51%以上

ネット
ゼロ

うちスコープ１・２
（自社契約電力分）

年4.5万ｔ
再エネ比率 17.7%

ネットゼロ・
再エネ比率100%

温室効果ガス排出量
（資産運用）

温室効果ガス削減寄与量
（資産運用）

年335万ｔ 年1,500万ｔ ー

目標項目
2023実績

人
・
地
域
社
会

地
球
環
境

社
会
に
提
供
す
る
価
値

目標項目

目標項目

目標項目

2035年目標

2022実績 2030年目標

＊1：CO₂排出量の対象会社は、国内グループに加え、海外子会社（MLC、ニッポンライフ・インディア・アセットマネジメント、米国日生）を含む
＊2：スコープ1は自動車燃料等（ガソリン）、スコープ2は電気使用等が対象 ＊３：温室効果ガス削減寄与量は当社からの資金提供を通じ企業が削減した温室効果ガス排出量
＊4：ニッセイ版健康寿命は、当社の契約者を対象としたアンケートをもとに算出 ＊5：預かり資産は、国内元受保険会社の総資産とニッセイアセットマネジメントの預かり資産残高の合計
（一部の内部取引調整等を行い算出。なお、参考の海外含みには、MLC、米国日生の総資産とニッポンライフ・インディア・アセットマネジメントの預かり資産残高を含む）
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✓ 具体的なアウトカム目標における目標水準は以下のとおり。



中期経営計画（2024-2026）

24



中期経営計画の位置づけ

長期的に目指す企業像（2035年）

サステナビリティ経営の高度化

目指す社会 誰もが、ずっと、安心して暮らせる社会

人

地域社会 地球環境

グループ基礎利益の倍増と
契約者配当の拡大を実現

生命保険を中心にアセットマネジメント

・ヘルスケア・介護・保育等の

様々な安心を提供する“安心の多面体”

としての企業グループ

中期経営計画（2024-2026）

25

✓ 長期的に目指す企業像の実現のため、2024年度から2026年度までの中期経営計画を、「中長期的な成長角度の引
き上げに向け、販売業績・新たな収益軸の拡大を加速し、グループ経営を強力に推進する3年間」と位置づけ。

「中長期的な成長角度の引き上げに向け、

販売業績・新たな収益軸の拡大を加速し、

グループ経営を強力に推進する3年間」

と位置づけ、各戦略を推進。



数量目標（当社グループの成長・健全性確保・契約者配当の拡大）

※  新契約価値：新契約獲得に伴い生じる将来損益の現在価値として算出される、経済価値ベースの収益性指標。当社の内部管理モデルにて算出。
※  ESR：リスク量に対する資本（マージン）の充分性を経済価値ベースで測る健全性指標。当社の内部管理モデルにて算出。

当
社
Ｇ
の
成
長

保
険

全
事
業

健
全
性
・

契
約
者
配
当

保有年換算保険料
（国内グループ）

新契約価値
（グループ）

基礎利益
（グループ）

ESR
（グループ）

お客様配当性向
（日本生命単体）

コアである保険事業の収入拡大・収益性を

測る観点から目標として設定

グループ全体ならびに各事業の収益性を測る

観点から目標として設定

リスクを幅広くとらえ、フォワードルッキングに

健全性を測る観点から目標として設定

長期安定的な契約者配当の拡大を測る観点

から目標として設定

目標項目（2026年）
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✓ アウトカム目標に加え、「当社グループの成長」・「健全性確保」・「契約者配当の拡大」を図る観点から、中期経営計画で
は以下の目標を設定。



数量目標（全体）

ESR 224% 200~270%の確保

お客様配当性向
51%

(目標：安定的に50%)
安定的に60%程度を確保

保有年換算保険料 4.75兆円 4.85兆円 ー

新契約価値 3,260億円 3,500億円 ー

基礎利益 7,640億円 8,600億円 現行から約2倍

CO₂排出量（事業活動） 対‘13比 ▲30.9% 対’13比 ▲51%以上

ネットゼロうちスコープ１・２
（自社契約電力分）

年4.5万ｔ
再エネ比率 17.7% ネットゼロ・再エネ比率100%

温室効果ガス排出量
（資産運用）

温室効果ガス削減寄与量
（資産運用）

年335万ｔ 年1,500万ｔ ー

お客様数 1,492万名 1,560万名 1,700万名

顧客企業数 34.2万社 35万社 37万社

お客様満足度 90%以上

預かり資産
国内Ｇ 109兆円
海外含 118兆円 112兆円（参考）海外含121兆円 125兆円（参考）海外含140兆円

ニッセイ版健康寿命
男性 71.50歳
女性 73.77歳 ー 対‘23比 2歳延伸

目標項目 2022実績 2030年目標 2050年目標

目標項目 2023実績

目標項目 ’23見通し 2026年目標 2035年目標

人
・
地
域
社
会

地
球
環
境

社
会
に
提
供
す
る
価
値

当
社
Ｇ
の
成
長

保 険

全事業

2026年目標 2035年目標

目標項目 2023実績 2026年目標 2035年目標
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✓ 「社会に提供する価値の拡大」を通じた「当社グループの成長」と「世界トップレベルの健全性水準」・「契約者配当の充
実」に向け、以下の数量目標の達成を目指す。

）、

健全性・

契約者配当



中期経営計画のテーマ・5つの戦略軸

〈中計テーマ〉“期待を超える安心を、より多くのお客様へ。”

5つの戦略軸

国内保険事業

のバリューアップ

国内における

安心の

更なる多面化

海外事業の拡大
財務戦略の

ステージアップ

強固な

経営基盤構築

1 2 3 4 5

お客様本位の業務運営

人 地域社会 地球環境

サステナビリティ経営の高度化

グループ一丸となってサステナビリティ経営を推進し、

お客様や社会に当社グループならではの新しい価値を生み出し、

広くお届けしていくという想いを込めた、

“ 期待を超える安心を、より多くのお客様へ。”
をテーマに掲げ、お客様本位の業務運営のもと、5つの戦略軸に取り組み
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5つの戦略軸と2035年グループ基礎利益倍増に向けたイメージ

✓ 中計の5つの戦略軸で掲げる取り組み等を通じて、2035年には、グループ基礎利益を現行の約7,000億円から約1.4兆
円まで倍増させることを目標として設定。1.4兆円のうち、1兆円は国内保険事業、4,000億円は海外保険、アセットマネ
ジメント、ヘルスケア、介護、保育等国内保険事業以外での利益貢献を想定。

国内保険
約6,800億円

2035年グループ基礎利益倍増に向けた成長イメージ

国内保険
約1兆円

海外保険、
アセマネ等

約200億円

海外保険、
アセマネ、

ヘルスケア、
介護、保育等
約4,000億円

グループ
基礎利益

約7,000億円

約3割

約7割

グループ
基礎利益
約1.4兆円

現行水準の
約2倍

29

既存事業の成長、新規・追加出資

②国内における安心の
更なる多面化

③海外事業の拡大

P40-
43

P44-
45

保険業績の拡大

レジリエントなポートフォリオ構築
を通じた、運用収益の拡大

①国内保険事業の
バリューアップ

④財務戦略のステージ
アップ（資産運用）

P31-
39

P46-
48

5つの戦略軸との関係

2021-2023年度平均 2035年度

健全性確保、経営基盤強化

④財務戦略のステージ
アップ（資本・契約者配当）

⑤強固な経営基盤構築 P50-
52

P49



グループ全体での収益（基礎利益）の拡大

資本の充実

グループ基礎利益の拡大を通じた「契約者利益の最大化」

✓ グループ全体での収益拡大を実現することで、
- 資本の充実により世界トップレベルの健全性を確保しながら、契約者配当も充実
- 資本を活用した成長投資や、人的資本等の経営基盤強化を進めることで、国内生命保険事業を中心とした
各事業を強化・拡大し、更なる収益の拡大とお客様ニーズに応える商品・サービスの充実を実現

これらを通じた契約者利益の最大化を目指す。

国内生命保険事業を中心とした
多面的な事業展開

契約者利益の最大化

グループ
基礎利益
の拡大
を通じた
契約者利益
の最大化
の構図

成長投資の推進健全性の確保

ESR200%～270%
のターゲットレンジを設定

中計期間で2兆円超の投資財源、
2035年に向けては更なる

投資財源を確保

契約者配当の充実

基礎利益の拡大に応じた
配当額の増加に加え、

お客様配当性向の目標水準を
「安定的に50%程度」から

「安定的に60%程度」に引上げ

• 200%：世界トップクラスの健全性
を維持できる水準

• 270%：経済環境による一時的な
変動や、将来的な成長投資に備え
た水準

2035年に向けた投資内訳のイメージ

将来にわたる確実なお支払い 実質保険料負担の軽減

30

海外保険
50%程度

海外アセマネ
25%程度

国内
25%程度

商品・サービスの充実

強固な経営基盤の構築
人的資本 IT基盤 イノベーション



5つの戦略軸 ①-1.国内保険事業のバリューアップ

現状

商品・サービス戦略 チャネル戦略

保障や資産形成等のフルラインの商品と
社会課題に対応した特色ある商品を提供

営業職員を中核に、
販売チャネルの多様化を積極的に推進

チャネル別の保険料収入
（国内の個別保険・企業保険計、2023年度実績）

営業職員

51％代理店・
金融機関窓販

31％

ホール
セール

18％

31

✓ これまで、フルラインの商品と社会課題に対応した特色ある商品を、営業職員を中核に、多様な販売チャネルで積極的に
販売。



5つの戦略軸 ①-2.国内保険事業のバリューアップ

若年層を中心に必要とする保障を

提供できていない

特に保障中核層では、実際の

保障額と必要保障額に差がある

年代別の保険加入率

引き続き、生命保険事業には成長余地があり、
グループのコア事業として取り組みを一層強化

実際の保障額と必要保障額の差 老後生活で不足する生活費

老後の平均的な年金受給額と

必要な生活費には大きな差がある

※保険加入率は、生命保険文化センターの
「生活保障に関する調査（2022年度）」
のデータをもとに概算

※実際の保障額は、世帯員2人以上の普通死亡保険金額
の平均（生命保険文化センターの2021年度調査）

※必要保障額は、配偶者あり・共働き・子ども1人
または2人世帯の前提で概算（当社独自算出）

※「総務省統計局：家計調査年報（家計収支編）
2022年（令和4年）」、

「厚生労働省：令和4年度厚生年金保険・
国民年金事業の概況」より作成

20代 30代 40代 50〜60代

52％

82％
86％ 87％

30〜34歳 35〜39歳 40〜44歳

約2516
万円

約3200
万円

実際の保障額 必要保障額

約2525
万円

約3900
万円

約2714
万円

約4000
万円

65歳から95歳までの
平均年金受取額と予想生活費の差

平均年金
受取額

予想
生活費

平均年金
受取額

予想
生活費

独身 約400万不足

夫婦 約2500万不足

約9700
万円

約7200
万円約6600

万円
約6200
万円

現状
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✓ 若年層を中心に、必要とする保障を充分提供できていないことや、保障中核層における実際の保障額と必要保障額の差、
老後における年金と必要な生活費の差を踏まえれば、今後も、生命保険事業には成長余地がありグループのコア事業とし
て取り組みを一層強化する必要があると認識。



5つの戦略軸 ①-3.国内保険事業のバリューアップ

中期経営計画における取り組み

営業職員チャネルに加え、代理店・金融機関窓販、
デジタルチャネルの全マーケットでトップカンパニーとなり、
お客様数拡大を通じた中長期的な収益拡大を目指す

「独自性・競争力を備えた保険・

サービスの追求」と「顧客接点の

高度化」による付加価値の創造に

より、社会に提供する価値を拡大。

〈戦略〉

国内保険事業全体

中期経営計画

で実現すること

営業職員 デジタル代理店・金融機関窓販

33

✓ 当社グループは、国内保険事業において、商品・サービス・顧客接点を高度化し、提供価値を拡大することを通じ、営業職
員チャネルに加え全てのマーケットでトップカンパニーとなることを目指す。

代理店、デジタル

営業職員、ホールセール デジタル

営業職員、代理店・金融機関窓販、
デジタル、ホールセール

国内マーケット

金融機関窓販

デジタル



5つの戦略軸 ①-4.国内保険事業のバリューアップ

現状

強みであるFace to Faceにデジタルを組み合わせた

活動の推進を通じ、お客様との新たな接点が拡大

営業職員の採用・育成面の課題が顕在化し、

営業職員数が減少

貯蓄性商品の販売量は増加の一方、保障性商品の伸び悩み等により、

販売業績の回復は道半ば

営業職員活動

営業職員組織

販売業績

営業職員チャネル

652
万名

952
万名

’21年9月 ’24年1月

5.1
万名

4.6
万名

’20年4月 ’24年4月

100 80

’19年度
（コロナ禍前）

’23年度

デジタル顧客基盤数
（LINE等で接点のあるお客様数）

営業職員在籍数

販売量の推移
（コロナ禍前を100としたときの2023年度水準）

34

✓ 営業職員チャネルは、対面にオンラインを組み合わせた活動の推進を通じ、お客様接点を確保。

✓ 一方、採用と育成面の課題に伴う営業職員数の減少や、保障性商品の販売量の伸び悩み等により、業績回復は道半ばの
状況。



5つの戦略軸 ①-5.国内保険事業のバリューアップ

ｈが

営業職員チャネル

営業職員の活動先の持続的な確保

地域社会の課題解決に資する取り組み等の
強化とお客様との接点拡大の双方を実現し、
お客様の輪を拡大

コンサルティング力の強化

お客様一人ひとりに寄り添ったニーズ喚起等
の更なる高度化とご契約内容確認活動の進化

長く安定的に働くことのできる
営業職員組織の構築（定着率向上）

商品ラインアップの拡充・機動的供給
に向けた取り組みの推進

■AI活用による営業職員活動のサポート・マネジメント強化

■支社の育成機能強化や本部支援の拡充

■給与・処遇向上やオフィス環境整備、営業職員の業務

負荷軽減を通じたエンゲージメント向上

中期経営計画における取り組み

■自治体との連携協定取り組みの深化

■身体障がい・介護の保障内容・サービスを充実化

した新商品 を’24年4月より販売開始

■日々の生活を豊かにするギフト・コンテンツや、

健康寿命延伸に資するサービスをパッケージ化した

新サービス を‘25年4月にローンチ予定

中期経営計画

で実現すること

3年間で新契約価値＋８%の進展（対’23実績）の実現
営業職員チャネルにおける業界No.1の盤石化

35

✓ 今後は、地域社会の課題解決に資する取り組みを切り口としたお客様との接点拡大や、AI活用等を通じたコンサルティング力
の強化、長く安定的に働くことのできる営業職員組織の構築、新たな商品・サービスの拡充に取り組む。

✓ 以上の取り組みを通じ、3年間で営業職員チャネルに係る新契約価値を8％伸ばし、業界No.1の地位の盤石化を目指す。



5つの戦略軸 ①-6.国内保険事業のバリューアップ

代理店・金融機関窓販チャネル

現状 中期経営計画における取り組み

販売業績の拡大

機動的な商品供給、チャネル支援の強化等を通じ

当社グループのプレゼンスは着実に拡大

顕在化した課題

商品性や価格面等の競争環境が激化しており、

商品・チャネル支援強化等の差別化が必要

機動的な商品供給

チャネルサポートの強化

顧客ニーズの多様化や社会課題を捉えた
商品開発等、グループ一体で提供価値を拡大

代理店の課題に応じた対応強化に加え、
販売モデルの高度化によりお客様数を拡大

■成約率向上に向けた教育体制強化・募集人サポート等

DX等を通じた業務負荷削減の推進

■代理店事務の自動化・Web取り扱いの拡大

’20年度末 ’23年度末

112万名

167万名

新契約件数（代理店・個人）

’20年度末 ’23年度末

9.7万件

16.2万件

中期経営計画

で実現すること 代理店・金融機関窓販チャネルにおけるトップカンパニーを目指す

お客様数

36

✓ 代理店・金融機関窓販チャネルは、機動的な商品供給等を通じ、当社グループのプレゼンスを着実に拡大。

✓ 今後は、お客様ニーズの多様化や社会課題を捉えたグループ一体での機動的な商品供給と、代理店の支援強化の更なる
推進を図り、代理店と金融機関窓販を合わせたマーケットにおいてトップカンパニーとなることを目指す。



5つの戦略軸 ①-7.国内保険事業のバリューアップ

デジタルチャネル

現状 中期経営計画における取り組み

グループベースの商品ラインアップ拡充

日本生命の取り組み

’24年1月より年金保険のネット販売を開始する等、

デジタルチャネルの拡大に着手

はなさく生命の取り組み

郵送通販・Web販売の推進により、

着実に販売件数を拡大

マーケット動向

コロナ禍後は、デジタル・有人の

ハイブリッドモデルが主流化

デジタル・有人のハイブリッドモデルの
高度化

■日本生命のインサイドセールスチームを約2倍に拡大

■はなさく生命におけるデジタルコミュニケーション基盤

の構築とオペレーターによるコンサルティング強化

利便性向上による流入数の拡大

■お客様の加入ルートの複線化や他業態協業の推進

■グループ子会社であるLHLグループにて新たなサービス

（比較・見積・相談サイト）を展開

中期経営計画

で実現すること デジタルチャネルにおけるトップカンパニーを目指す

37

✓先行して取り組みを進めるはなさく生命での着実な販売件数の拡大に加え、日本生命でもデジタルチャネル拡大に着手。

✓デジタルと有人のハイブリッドモデルが主流化しているマーケット環境も踏まえ、今後は、商品・サービスの拡充、有人でのコンサル
ティングも組み合わせた販売プロセスの高度化を進め、デジタルチャネルにおけるトップカンパニーを目指す。



5つの戦略軸 ①-8.国内保険事業のバリューアップ

ホールセール

現状 中期経営計画における取り組み

経営者向け保険や損害保険、ヘルスケアサービス等、

多様化する企業ニーズに寄り添ったコンサルティング

を通じ着実に顧客企業数を拡大

死亡保障に加え、医療・所得補償等においても

高いプレゼンスを確保

団体保険

企業を取り巻く環境が大きく変化する中

着実に預かり資産を拡大

団体年金

これまでの取り組み

中期経営計画

で実現すること

団体保険・団体年金マーケットにおけるプレゼンスの堅持
グループの総合窓口としての機能強化を通じたグループ収益の拡大

健康経営®*・子育てや介護との
両立支援等の人的資本経営に資する
商品・サービスの拡充

■グループリソースを最大限活用した提供価値の拡大

地域企業や地域金融機関、自治体との
連携を通じた取引の拡大

資産運用立国の実現に向けたビジネスの
拡大

■ニッセイアセットマネジメントとの協業を通じた資産

形成支援・金融リテラシー向上に資する取り組みの推進

＊「健康経営®」は特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標です。

38

✓ これまで団体保険・団体年金マーケットでは高いプレゼンスを堅持するとともに、着実に顧客企業数を拡大。

✓今後は、人的資本経営に資する商品・サービスの拡充や資産運用立国の実現に向けたビジネスの拡大、地域社会との連携を
通じ、プレゼンスの堅持とグループの総合窓口としての機能強化を通じたグループ収益の拡大を目指す。



5つの戦略軸 ①-9.国内保険事業のバリューアップ

事務・サービス

現状 中期経営計画における取り組み

中期経営計画

で実現すること 事務・サービスを通じてお客様に体験いただく価値（=CX）を高度化

’20年度末

39万件

’23年度末

198万件

ダイレクト手続きの更なる拡大・利便性向上

■お客様ニーズの多様化への対応強化

■有事の際の対応態勢強化

■個人のお客様向けWebページへの新たな認証方法の導入

事務工程・管理体制の抜本的な見直しの推進

■自動処理・ペーパレス化の更なる推進

■長期安定的な保障責任の全うを実現する事務・サービス

の提供態勢構築に向けた長期取り組み計画の策定 等

より配慮が必要なお客様への対応強化

■高齢者や外国人等に対するサービスレベルの向上

これまでの取り組み

日本生命アプリの機能拡充等により

お客様手続きのダイレクト化を推進

アプリダウンロード数

コロナ禍での給付金請求の大幅な増加により、

支払い態勢等、有事の際の対応態勢に係る

課題が顕在化

39

✓ これまでお客様手続きのダイレクト化等を進めてきた一方、コロナ禍で有事の際の対応態勢に係る課題が顕在化。

✓今後はダイレクト手続きの拡大を推進すると共に、事務工程や管理体制の抜本的な見直し、より配慮が必要なお客様への
対応強化を進め、お客様に体験いただく価値（=CX）を高度化。



5つの戦略軸 ②-1.国内における安心の更なる多面化

中期経営計画

で実現すること 国内アセマネ市場におけるシェア拡大

現状 中期経営計画における取り組み

運用力強化

グループ会社の運用機能・人材の集約等を

通じた運用体制の高度化

資産運用商品・サービスの拡販

新NISA制度導入等による資産形成ニーズ

の高まりを捉えた商品ラインアップの拡充

や、ダイレクトチャネル強化、グループ協

業推進
34兆円

預かり資産*

5位

業界順位*

2023年3月時点

＊国内大手アセマネ会社のランキング。預かり資産は投資信託協会、
投資顧問協会のデータの単純合計にて比較

アセットマネジメント事業

“資産運用立国”の実現に向けた新NISA制度の開始

等を追い風とした市場拡大・資産形成ニーズの高ま

りをふまえ、商品ラインアップの拡充・運用

パフォーマンスの向上を推進

これまでの取り組み

40

✓政府の資産運用立国実現プランも追い風とした資産形成ニーズの高まりを踏まえ、ニッセイアセットマネジメントを中心に商品
ラインアップの拡充や運用パフォーマンスの向上を推進。引き続き、運用力強化や新NISA制度も踏まえた商品ラインアップ拡
充、ダイレクトチャネル強化等を通じた提供価値の拡大を図り、国内アセマネ市場におけるシェア拡大を目指す。



5つの戦略軸 ②-2.国内における安心の更なる多面化

現状 中期経営計画における取り組み

ヘルスケア事業

外部環境

政府の人的資本経営に対する強化要請や第３期データ

ヘルス計画等の推進を契機に、より高度な

ヘルスケアサービスへのニーズが拡大

利用実績

165団体/314万名

1,309名 糖尿病予防プログラム等

データ分析

健康施策

中期経営計画

で実現すること

データ分析と健康施策を統合パッケージとしたサービス提供を行う
事業モデルの確立

データ分析の高度化

■企業や団体の「課題の可視化、評価・振り返り」により、

労働生産性の向上、医療費適正化、QOL向上を支援

■東京大学との共同研究を通じて、ストレスチェックの

新集団分析サービス を本格展開（’24.4〜）

健康施策の拡充

■医療機関や健診機関等とのアライアンス（資本・業務提携等）

を通じて、健康に資する付加価値の高いサービスを拡充

かかりつけ医ネットワークを生かした予防サービスの
推進に向け、業務提携契約を締結
＊(株)Welbyの100%子会社である(株)Welbyヘルスケア

ソリューションズとは資本業務提携契約を締結

企業・保険者向けの健康管理プラットフォームの普及
に向け、資本業務提携契約を締結

上記以外にも大学や企業・団体と連携
、 、スタンフォード大学、東北大学、東邦大学

‘18年以降、健康リスクの低減に向けたコンサルティン

グサービスである を企業・団体に

提供

これまでの取り組み

41

✓ 2018年以降、健康リスクの低減に向けた 「ニッセイ健康増進コンサルティングサービスWellness-Star☆」を企業・団体に
提供。より高度なヘルスケアサービスへのニーズの高まりも踏まえ、今後は、データ分析と健康施策を統合パッケージとしてサー
ビス提供を行う事業モデルの確立を目指す。



5つの戦略軸 ②-3.国内における安心の更なる多面化

現状 中期経営計画における取り組み

介護・保育事業

高齢化社会の更なる進行等をふまえ、

介護・保育事業へ本格参入し、保険事業との

シナジー創出に向けた取り組みを推進

中期経営計画

で実現すること

地域の自治体・事業者・住民をつなぐハブとなり、地域共生社会の実現
に向けた事業モデルを確立

■ニチイホールディングスの子会社化を完了

（2024年6月）

グループ定着

ニチイグループの当社グループ内への定着・

着実な成長を最優先

■事業部の新設・10名程度の出向者派遣を通じた

経営管理体制の整備等を推進

■当社Gの知見・資源を活用の上、成長策を共同で検討

新たな事業戦略の検討・開発

事業者向け経営支援サービスの提供を通じ、

地域の介護・保育・医療機関ネットワークを

構築・拡大

■ニッセイ聖隷健康福祉財団と介護付き有料老人ホーム
を展開（‘89~）

■ニチイ学館と介護・保育事業を中心に業務提携、
ライフケアパートナーズ社（LCP社）を設立（‘99~）

■LCP社と企業主導型保育所マッチング事業（ ）
を開始（‘20~）

■社内起業プロジェクトで一時保育マッチング事業
（ ）を選出し、サービスを開始（’22〜）

従来から介護・保育事業に取り組み

これまでの取り組み
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✓昨年11月にニチイホールディングスの発行株式99.6％分の取得を決定し、2024年6月3日に買収完了。

✓当面はニチイの当社グループ内への定着と着実な成長を最優先としつつ、事業者向け経営支援サービスの提供を通じ地域の
介護、保育、医療機関ネットワークの構築、拡大にも新たに取り組む。

祝詞・ノートを更新しました。



（参考）社内起業プロジェクト第一号案件の について

の概要

Ⅰ.事業立ち上げの背景

Ⅱ.ビジネスモデル Ⅲ.取り組み状況

2人の従業員が、「子育ての大変さ」に起因する「ワンオペ」や「産後

うつ」等の社会課題を解決したいという想いをもとに事業を立ち上げ

お子さんを預けたい保護者と、預かりが可能な

保育園をつなぐ一時保育マッチングサービス
⚫ 都内の一部地域での実証実験を通じて

高い顧客ニーズを実証したため、2024

年4月から事業化*
*ミッドナイトブレックファスト株式会社の傘下にて事業化

左・田中 紗代、右・青木 彩

“当事業を通じ、「子育ては周りに頼って良い」という

メッセージを伝えたい。ちょこっと保育所に頼り、保護者

自身が自分時間を確保することで育児をより楽しくし、

「育児は大変」という価値観 を変えていきたい“

⚫ 今後は、サービス展開エリアを東京23

区全域に拡大

保育所子育て世帯

③予約代行

④手数料

①利用勧奨

②利用申込

43

✓社内起業プロジェクトから選出された、一時保育マッチングサービス「ちょこいく」は、2024年4月からサービス展開エリアを
東京23区として事業化。



5つの戦略軸 ③.海外事業の拡大

海外事業

現状 中期経営計画における取り組み

中期経営計画

で実現すること 既存事業の成長と事業投資等を通じた海外事業の規模拡大を実現

これまでの取り組み

これまでは保険市場が発展途上にあり、中長期的

な成長が期待できるアジア地域の新興国等を中心

に保険事業、アセットマネジメント事業を展開

（1985年~）

■出資時に想定した成長が実現できていない

■世界最大規模かつ今後も安定的な成長が見込まれる

米国への事業展開の遅れ

基礎利益に占める海外事業割合は約4%

（300億円程度）

既存事業の成長

各現地法人の課題に応じた支援や追加出資

等を通じた成長角度の引き上げ

新規出資による事業規模の拡大

米国等の先進国を中心とした保険・アセット

マネジメント会社への大型新規出資の検討

44

✓ これまで保険市場が発展途上にあり、中長期的な成長が期待できるアジア地域の新興国等を中心に事業を展開。
一方、基礎利益に占める海外事業の割合は2023年度末時点で約4％に留まり、米国への事業展開の遅れも課題。

✓今後は、既存事業の成長と先進国を中心とした大型の新規出資等に取り組み、海外事業の規模拡大を目指す。

◼上記取り組み方針に則り、米国で年金事業を中心に展開
するCorebridgeについて、親会社であるAIGの保有する
同社の持分20%を取得（持分法適用会社化）することを
2024年5月16日に合意。（詳細次頁参照）

◼出資額は3,838百万ドル（約5,950億円）となり、当局許
認可等の取得を前提に2025年2月頃の取引完了を見込む。



（参考）Corebridgeについて 45

調整後総収入
$21,212M 調整後税前

営業利益
$3,193M

総資産
$379B

（約29,840億円） （約4,490億円） （約53.8兆円）

企業向け事業
(約10%)

生命保険
(約10%)

団体年金
(約20%) 個人年金

(約60%)

調整後税前営業利益ベース、2023年度

※調整後総収入・調整後税前営業利益：2023年1-12月の為替平均値（140.67円/ドル）にて換算、総資産：2023年12月末の為替（141.83円/ドル）にて換算
※Corporate and Other、Consolidation and eliminationは簡便化のため表示なし、数値はLDTI調整後

Corebridgeは、多様な事業ポートフォリオを有しており、外部環境の変化等に強い収益構造を構築

当出資を通じて、約900億円/年のグループ基礎利益の増加（海外事業比率は約4%から約15%）を見込む

Corebridgeの概要（2023年度）

459 447 373 

547 334 379 

1,249 
783 754 

2,289 

1,673 
2,312 

4,381 

2,854 

3,193 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2021 2022 2023

生命保険 企業向け事業 団体年金 個人年金

調整後税前営業利益の推移（百万ドル）



5つの戦略軸 ④-1.財務戦略のステージアップ（資産運用、資本・契約者配当）

✓ これまでマーケットに対応した機動的な資金配分に加え、企業の脱炭素取り組み等、社会課題の解決に資する投融資を
進める中、安定的な利差益の確保とリスク削減の両立を実現。

投融資を通じ『経済的保障とともに安心して暮らせる

未来』を実現すべく、サステナビリティ・アウト

カム創出を志向する投融資を推進

利差益の確保とリスク削減の両立 責任投融資の推進

世界的なインフレ、金融引締めにより市場が大きく変動

する中、リスク・リターン向上に資する機動的

な資金配分を実施

健全性向上に向け、リスク削減を推進

目標
5兆円

実績
2.6兆円

目標
3兆円

実績
1.9兆円

資金使途がSDGs等に繋がるテーマ投融資

うち脱炭素関連の投融資

3,472億円

2,344億円 2,808億円

資産運用

現状

利差益（単体）の推移

‘21 ‘22 ‘23 ‘17-‘30 ‘17-’24.03 ‘17-‘30 ‘17-’24.03
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5つの戦略軸 ④-2.財務戦略のステージアップ（資産運用、資本・契約者配当）

✓ 引き続き、安定的な運用益の確保に向け、マーケット変動に対してレジリエントなポートフォリオの構築を推進。

✓ 地球環境等の社会課題解決への更なる貢献に向け、責任投融資に関する取り組みを一層強化・高度化する。

中期経営計画における取り組み

中期経営計画

で実現すること

変動する金融経済環境下でも安定的な運用益を確保
地球環境等の社会課題解決への更なる貢献

サステナビリティ・アウトカム創出に
向けた責任投融資の更なる推進

■全資産クラスに対するESG要素の組み込み強化

インテグレーションの推進

■環境・社会領域の課題解決の進捗確認のうえ、

企業の取り組みを後押し

エンゲージメントの高度化

■脱炭素関連の投融資枠に加え、社会的・環境的

インパクト創出の意図が特に強い案件に投融資を行う

ニッセイ・インパクト投融資枠（5,000億円）を新設

資金使途がSDGs等に繋がるテーマ投融資の推進

■気候変動・自然資本の観点をふまえたポートフォリオ分析

責任投融資におけるリスク管理の更なる高度化

マーケット変動をふまえた
レジリエントなポートフォリオの構築

■金利水準等に応じた機動的な超長期国債の投資・入替

円金利リスクコントロールの強化

■オルタナティブ・クレジット・変動金利資産の積増し等

分散投融資の推進

■国内の低金利・円安環境からの転換シナリオ等の多面的

分析の実施

フォワードルッキングなリスク管理の

継続強化

資産運用
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（参考）資産運用立国実現に向けた日本生命グループ取り組みについて

✓ アセットマネジメント事業も営む生命保険会社グループとして下記取り組みを一層推進し、資産運用立国の実現に貢献。

Ⅰ.商品・サービス提供

Ⅱ.運用力向上

Ⅴ.海外ネットワークを生かした

日本株等の商品販売

家計の資産形成に貢献する取り組み（家計の投資を起点に持続的な企業・経済成長が促され、その恩恵が家計にも波及）

海外からの資金を日本市場に呼び込む取り組み（日本市場・企業の魅力度が高まり、海外投資家が日本に投資）

1

2

1 家計の資産形成に貢献する取り組み 2 海外資金を日本市場に
呼び込む取り組み

Ⅳ.スチュワードシップ活動

■ 保険商品・資産運用商品の拡充

■ 幅広いチャネル網を通じたコンサルティング推進

■ 運用対象多様化等の投資活動強化

- 「新興運用業者促進プログラム」への貢献に繋がる

取り組みとして、国内ベンチャーキャピタルおよび

スタートアップ企業に投資するファンドを新たに設立

(計約350億円/’24上半期予定)

■ グループ運用体制構築等の体制強化

Ⅲ.金融リテラシー教育

■ 資産運用ニーズをお持ちの方々への
セミナー 開催(DC等)

■ 次世代を担う方々への出前・受入授業等
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5つの戦略軸 ④-3.財務戦略のステージアップ（資産運用、資本・契約者配当）

✓ これまで、着実な自己資本積み立て等を通じた健全性の向上と、安定したお客様配当を実施。

✓ 今後は、高い水準の健全性を維持しつつ、積極的な成長投資と契約者配当の拡大を目指す。

現状 中期経営計画における取り組み

資本・契約者配当

2021 2022 2023予定

目標水準
安定的に
50%程度54％

73％

中期経営計画

で実現すること 健全性とのバランスに留意しつつ、成長投資・契約者配当を拡大

世界トップクラスの健全性水準を確保
（ESR:200~270%水準）

契約者配当の拡充

お客様配当性向を安定的に60%程度に

引き上げ

成長投資の加速

海外事業等の規模拡大に向け、

資本を成長投資に積極活用

（2兆円を超える投資財源を確保）

これまでの取り組み

着実な自己資本積み立て等を通じた健全性の向上

ESRは約224%と世界トップ水準

安定したお客様配当性向の実現

過年度のお客様配当性向

（’24.3）
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5つの戦略軸 ⑤-1.強固な経営基盤構築

✓ これまで、人材育成と闊達な組織風土の醸成を推進しながら、給与水準の引き上げ等を実施。

✓ 今後は、コア事業の強化や多岐にわたる事業戦略の展開に向け、質・量両面での人材基盤の強化と従業員エンゲージメ
ントの向上に一層取り組み、業界トップクラスの人的資本の構築を目指す。

現状 中期経営計画における取り組み

中期経営計画

で実現すること 業界トップクラスの人的資本を構築

人的資本

“人への投資”を継続的に実施

■処遇の向上・人事制度／運用の見直し
■DE＆I（女性活躍推進、経験者採用、地域を支える人材づくり）

■人材育成（キャリア形成、研修・育成プログラムの充実）

■職場環境整備 ■働き方変革 ■健康経営®

これまでの取り組み

人材の多様化・高度化に向け、

人材育成と闊達な組織風土醸成を推進

人への投資として、

2年連続での給与水準の引き上げを実施

顕在化した課題

労働市場の変化、労働者の価値観の多様化等により、

競争環境が激化し、人材確保が難化

業容拡大・事業の多角化に向けた

より多様な人材確保の必要性の高まり

コア事業の強化や多岐にわたる事業戦略の展開に向け、

質・量両面での人材基盤の強化

従業員エンゲージメントの向上

上記実現に向け、

人財価値向上“アクション”プロジェクトを通じ、投資
を成果に結びつけるための、全従業員の主体的な行動を促進

に取り組み
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5つの戦略軸 ⑤-2.強固な経営基盤構築

✓ これまで、各領域のデジタル化やDXを後押しするIT基盤の整備を進めてきた一方、保有システムの増大や複雑化により
機動性、柔軟性に課題。

✓ 今後は機動的な商品開発、IT基盤の構造課題解決に向けた取り組み、開発態勢の強化を推進。

現状 中期経営計画における取り組み

IT基盤

中期経営計画

で実現すること

機動的な商品開発、デジタル・DXによる提供価値拡大を支える
IT基盤の構造課題解決に向けた取り組みや開発態勢の強化を推進

機動性・柔軟性の向上

商品ラインアップ拡充、提供する付加価値

拡大の実現に向け、IT基盤構造の課題解決

に着手

■肥大化・複雑化したIT基盤構造の改善に向けた長期

取り組み計画の策定 等

IT開発体制の強化

中長期的なIT開発の増加を見据え、経験者

採用拡大と委託等による外部知見活用を推進

これまでの取り組み

各領域のデジタル化・DXを後押しする

IT基盤構築を推進

■販売チャネルにおける顧客接点の拡大（デジタル活用）

■商品ラインアップの拡充

■お客様の利便性向上に向けたWeb手続きの拡大

■働き方変革 等

上記の結果、保有システムが増大・複雑化し、

IT開発における機動性や柔軟性における

課題が顕在化

51



5つの戦略軸 ⑤-3.強固な経営基盤構築

✓ 先端技術の急速な進展やライフスタイル・ニーズの多様化による保険事業を取り巻く環境変化への対応として、提供価値
拡大を実現するR&Dの推進を通じた事業競争力の強化に取り組む。

現状 中期経営計画における取り組み

イノベーション

中期経営計画

で実現すること

イノベーションを通じた各事業の競争力強化・提供価値拡大を
実現する先進技術やビジネスモデルの調査・研究・開発体制の確立

特化型AIの構築

各事業への活用を通じ、新たな付加価値を創出
■疾病予測等に特化したAIモデルやソリューション開発
（米国スタンフォード大学との共同研究の開始等）

新たな保険の開発推進

新技術やソリューションの活用により、保険
の新たな付加価値創出に向けた開発を推進

R&Dの推進

次世代技術の適用・ビジネスモデル探索に
向け、国内外の最先端事例を継続研究

■資産運用立国の掲げる「新興運用業者促進プログラム」
への貢献にも繋がる国内ファンドの新設等

これまでの取り組み

先進技術を活用し、保険事業のDXを推進

■営業職員スマホへのコンサルティングツール導入

■保険事務サポートにおけるAIアバターの活用検証 等

「保険クラウド」・「ノーコード開発」を

通じ、短期間・低コストでの商品開発を実現

■ニッセイプラス少額短期保険のスマホ保険開発への
適用

外部環境の変化

お客様ニーズや社会環境の変化等、非連続な

事業環境の変化に対応するビジネスモデルの

進化や先進技術の活用が求められる
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お客様本位の業務運営

✓ 「お客様の信頼の上にのみ事業が成立する」という認識のもと、苦情・コンダクトリスク等への対応強化とお客様の体験価値
（=CX）の向上を推進。

苦情・コンダクトリスク等への
対応強化

お客様の体験価値（＝CX）の向上

高齢者や外国人等、より配慮が必要な
お客様への手続きサポートの充実

より実効的な管理・教育体制の構築に

向けた営業現場組織の強化

既存取り組みの高度化

独自性・競争力を備えた商品・サービス
の創出を通じた新たな付加価値の創出

お客様の声活用の更なる推進等を通じた、

商品・サービス、チャネルの付加価値向上

「着眼点*」もふまえた不祥事案の未然
防止、苦情減少に向けた取り組みの推進

＊生命保険協会が、営業職員チャネルのコンプライアンス・
リスク管理態勢の高度化に向けた原理・原則（プリンシプル）
と具体取り組み事例等をまとめ、

「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の
更なる高度化にかかる着眼点」として公表
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総括

✓ 新たな中期経営計画では、各事業を通じた「社会に提供する価値の拡大」により、
「当社グループの成長」と「世界トップレベルの健全性水準」・「契約者配当の充実」を実現。

人

地域社会 地球環境

目指す社会

目指す企業像

誰もが、ずっと、安心して暮らせる社会

生命保険を中心にアセットマネジメント・ヘルスケア・介護・保育等の

様々な安心を提供する“安心の多面体”としての企業グループ

中期経営計画（2024-2026）

位置づけ

テーマ

５つの戦略軸

中長期的な成長角度の引き上げに向け、販売業績・新たな収益軸の
拡大を加速し、グループ経営を強力に推進する3年間

“期待を超える安心を、より多くのお客様へ。”

❶国内保険事業のバリューアップ

❷国内における安心の更なる多面化

❸海外事業の拡大

❹財務戦略のステージアップ

（資産運用、資本・契約者配当）

❺強固な経営基盤構築

お客様本位の業務運営

社会に提供する価値の拡大 当社グループの成長

●商品・サービスの拡充 ●コンサルティング力強化

●CX向上 ●企業の経営課題支援

●地域社会・地球環境等の社会課題解決への貢献

お客様1,560万名・顧客企業数35万社への拡大

お客様満足度
90%以上の確保

預かり資産
112兆円への拡大

新契約価値3,500億円 保有年換算保険料4.85兆円

基礎利益8,600億円

健全性・契約者配当

世界トップレベルの健全性水準の確保

契約者配当の充実
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7.2 7.9 8.3 8.2 8.7

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

基金・基金償却積立金等 諸準備金等 劣後特約付債務

（参考）高い健全性・格付の維持

S&Pグローバル（S&P）

A+（安定的）

ムーディーズ（Moody’s）

A1（安定的）

格付投資情報センター（R&I）

AA+（安定的）

日本格付研究所（JCR）

AA+（安定的）
*1 日本生命単体の数値。「修正当期純剰余」に対する「配当準備金繰入額等」（＝「配当準備金繰入額」＋「配当平衡積立金の積立額（取崩の場合は取崩額を控除）」）

の割合。 「修正当期純剰余」は、法令等も踏まえたうえで実質的に処分可能な剰余であり、当期純剰余に危険準備金等の法定繰入額超過分等を加算して算出
*2 連結の基金・諸準備金等（貸借対照表の純資産の部の基金・基金償却積立金等に、負債の部の危険準備金・価格変動準備金等を含めたもの）

と負債性資本調達手段の合計
*3 2024年6月1日現在

配当還元とのバランスに留意した諸準備金等の積み立てや外部調達も活用し、ESRは世界トップクラス水準

2023年度

◼ 4月 円建劣後ローン800億円

◼ 9月 米ドル建劣後債1,374億円

2024年度

◼ 4月 米ドル建劣後債2,002億円

グ
ル
ー
プ
自
己
資
本*

２

お
客
様

配
当
性
向*

１

直近の調達実績

（兆円）

高い健全性の維持

格付*3

50%
58% 54%

73%

51%

55

244%
224%

グ
ル
ー
プ

Ｅ
Ｓ
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FY12 FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 FY30 FY31 FY32 FY33 FY34

30NC10

（参考）基金・劣後債務 調達と償還【単体】

調
達

償
還

30NC10 30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

35NC15

30NC10

35NC15

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

35NC15

35NC154年 4年 5年 5年 5年 6年 6年 4年

6年 4年 4年

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

4年

30NC10

円建劣後債務
米ドル建劣後債務

基金

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

5年

5年

(4,000)

(3,000)

(2,000)

(1,000)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

（億円）

* 劣後債務について、初回任意償還日に償還するという仮定に基づく記載であり、任意償還を行うかどうかは現状では未定である

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

30NC10

*

30NC10

30NC10

5年

5年

30NC5 ： 5年期限前償還条項付30年債
30NC10：10年期限前償還条項付30年債
35NC15：15年期限前償還条項付35年債

30NC10

30NC5

30NC5

[償還済]

30NC10

30NC10
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注意事項

当社は、この資料において、正確な情報をご提供するべく万全を期しておりますが、この資料に

含まれるあらゆる情報について、その正確性、真実性、合理性および完全性を保証するもの

ではありません。よって、ご利用者は、この資料に含まれる情報を自らの判断に基づいて使用

するものとし、当社は、ご利用者が、この資料を利用したことに基づくいかなる損害についても

一切の責任を負わないものとします。

この資料には、将来の経営戦略に関する記述、その他の将来情報が含まれています。それらに

つきましては、この資料の作成時点において当社が利用可能な情報および経済環境や事業

方針などの一定の前提および当該時点における当社の判断や考えに基づいて作成しております。

当社は将来の業績を保証するものではなく、実際の業績は、今後の経営を取り巻く環境の

変化など、様々な要素により、この資料に記述される見通しとは大きく異なる結果となり得ること

をあらかじめご理解ください。

この資料を当社に無断で複製、改変、刊行、配布、転用、転載、利用することを禁止します。
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